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１ 調査の趣旨 

  磐田市中小企業及び小規模企業振興基本条例は、市内経済を支える中

小企業及び小規模企業を支援し、地域経済の活性化と市民生活の向上に

寄与し、本市の発展を図っていくために、全議員による発議で平成 27

年３月公布、施行された。 

  条例制定から５年が経過し、令和元年度から令和２年度の国内の経済

状況は、緩やかな景気回復基調が続いていたものの、令和元年 10 月の

消費税引き上げ、新型コロナウイルス感染症の影響による東京オリンピ

ック・パラリンピックの開催延期などにより、先行きの不透明感は増し

ており、市内の中小企業及び小規模企業は、厳しい状況にある。また、

雇用環境の悪化は、市民生活に大きな不安と影響を与えている。 

  建設産業委員会における令和元年度、令和２年度の所管事務調査は、

同条例第４条に議会の責務として、「中小企業及び小規模企業の振興に

関し、市長等の事務執行の監視及び評価並びに政策提言に努めなければ

ならない」とあり、条文の取組内容や条文改正の必要性の検証と、担い

手不足・雇用の確保、維持・働きやすい環境づくりが必要と考え、「磐

田市中小企業及び小規模企業振興基本条例について」及び「雇用・就労

支援について」の２項目について実施した。 

２ 調査の概要 

  委員会で同条例の趣旨を共通理解するとともに、市産業部との意見交

換、磐田商工会議所との意見交換、企業訪問調査及び企業アンケート調

査、先進地視察等を行い、課題の把握や解決策の検証を以下の通り進め

た。 

⑴ 委員会の協議 

①令和元年５月 20 日(月) 

   所管事務調査及び閉会中の継続調査について 

②令和元年６月 10 日(月) 

   所管事務調査及び閉会中の継続調査、所管事務調査に伴う行政視察

について

  ③令和元年 10 月１日(火) 
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   行政視察先の事業概要と調査事項等について

  ④令和元年 11 月８日(金) 

   行政視察の振り返りと今後の所管事務調査について

  ⑤令和元年 11 月 15 日(金) 

   所管事務調査のスケジュール（案）等について

  ⑥令和元年 12 月９日(月) 

   所管事務調査の内容、スケジュール等について

  ⑦令和元年 12 月 20 日(金) 

   所管事務調査にかかわる企業訪問等について

  ⑧令和２年２月 20 日(金) 

   所管事務調査及び閉会中の継続調査、所管事務調査に伴う行政視察、

企業訪問調査の結果及び今後の所管事務調査について

  ⑨令和２年４月 23 日(木) 

   磐田市中小企業及び小規模企業振興基本条例の検証方法について

  ⑩令和２年５月 13 日(水) 

   磐田市中小企業及び小規模企業振興基本条例の条文検証について

（検証シートに基づき、前文及び全 11 条について、１条ずつ条文

内容の取組や条文改正の必要性について検証）

  ⑪令和２年５月 29 日(金)

   磐田市中小企業及び小規模企業振興基本条例の条文検証について

（検証シートに基づき、前文及び全 11 条について、１条ずつ条文

内容の取組や条文改正の必要性について検証）

  ⑫令和２年６月 22 日(月) 

   磐田市中小企業及び小規模企業振興基本条例の条文検証について

（検証シートのまとめ）

  ⑬令和２年７月６日(月)

   磐田市中小企業及び小規模企業振興基本条例の条文検証について

（検証シートのまとめ）、所管事務調査に伴う行政視察について

  ⑭令和２年７月 22 日(水)

   磐田市中小企業及び小規模企業振興基本条例に基づく取組状況、条

文検証、企業訪問調査について
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  ⑮令和２年８月４日(火)

   企業訪問調査に代わる企業アンケート調査、逐条解説改訂版の素案

協議について

  ⑯令和２年８月 26 日(火)

   逐条解説改訂版の素案協議について

  ⑰令和２年 10 月 30 日(火)

   逐条解説改訂版の素案協議、企業アンケート調査の結果について

  ⑱令和２年 11 月 13 日(金)

   逐条解説改訂版の素案のまとめ、これまでの所管事務調査から見え

てきた課題と提案について

  ⑲令和２年 12 月８日(火)

   所管事務調査報告書（案）について、逐条解説改訂版の議員協議会

資料について

  ⑳令和２年 12 月 18 日(金) 

   所管事務調査報告書修正案について 

 ⑵ 議員協議会 

  ①令和２年 12 月 14 日(月)

   逐条解説改訂版について全議員に説明・協議

⑶ 市産業部との意見交換 

 ①令和元年７月 16 日(水) 

  市産業部の事業概要と取組状況、課題等について

 ②令和２年７月 22 日(水) 

  磐田市中小企業及び小規模企業振興基本条例に基づく取組状況、条

文検証について

⑷ 磐田商工会議所との意見交換 

 ①令和元年７月 16 日(水) 

   産業振興フェア、企業懇話会等について

⑸ 先進地視察 

 ①令和元年 10 月 23 日(水)―大阪府八尾市 

  八尾市中小企業地域経済振興基本条例に基づく産業振興の取組とＲ 

ＥＳＡＳを活用した産業構造の分析及び施策立案について 
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 ②令和元年 10 月 24 日(木)―宮崎県新富町（こゆ財団） 

  地域資源を活用したビジネスの創出について 

③令和元年 10 月 25 日(金)―福岡県福岡市 

  福岡市中小企業振興基本条例に基づく基本計画について 

⑹ 企業訪問調査 

 ①令和２年１月 24 日(金)―市内企業６社 

  市内企業の現状や課題の把握 

⑺ 企業アンケート調査 

 ①令和２年８月７日(金)から８月 21 日（金）―対象は市内企業 23 社、

金融機関２信用金庫 

  市内企業の現状や課題の把握

３ 市産業部との意見交換の概要

⑴ 令和元年７月 16 日(水)の意見交換の主な内容は以下の通りである。 

 ① 産業政策課では、中小企業等の事業承継支援を地域の金融機関等 

  と、販路開拓等を産業支援機関等と連携して進めている。また、下

野部工業団地や次世代型農水産業等の企業誘致をスピード感を持っ

て対応している。 

 ② 経済観光課では、雇用支援施策として、新卒者を始め、多様な働

き方を望む女性や高齢者等が、地域企業の情報を得やすいように機

会の充実を図っている。また、商業者団体が行う促進事業への支援、

女性起業家育成などの起業支援を進めている。 

 ③ 農林水産課では、地産地消や特産品振興策の新たな展開として、

生産者と市内飲食店などをつなぐマッチングを推進している。また、

担い手農業者の経営地の集約化、基盤整備事業の推進等により、農

業者の生産環境の充実を支援している。 

 ④ 観光交流客数について、点で終わるのではなく、少しずつ磐田と

の関係をつくってもらえるような工夫をお願いしたい。 

⑵ 令和２年７月 22 日(水)の意見交換は、主に磐田市中小企業及び小 

規模企業振興基本条例に基づく取組内容について行った。 

 ① 条例の理念を実現するための実効性の確保策について協議した。 
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 ② 来年度策定する次期産業振興計画に、本条例との関連を記載する

ことについては、検討を要請した。 

４ 磐田商工会議所との意見交換の概要

⑴ 令和元年７月 16 日(水)の意見交換は、主に磐田商工会議所管内の中

小企業等の現況について行った。 

 ① 製造業関連の経営者にとっては、設備投資にしても、あるいは先

行きの見通しについても、冷え込むような状況が続いている。また、

令和元年 10 月の消費税増税がどのように影響していくのかを見守

っている状況である。 

 ② 自動車もＥＶ化されており、ＡＩによって自動運転になればなる

ほど、車を持つ時代から利用する時代、シェアリングの時代になっ

てくる。そういう中で、磐田の産業構造を変えるには、何ができる

かを考えており、光・電子技術の応用で産業の高度化、ⅠoＴ・ＡＩ

の活用で生産性の向上、輸送機器部品の製造で培った固有技術を次

世代輸送機器・医療機器等へ適用、次世代農業・食品科学・バイオ

技術に工業技術を活用するなど、大手企業と中小企業が連携しなが

ら、新たな動きをしていきたい。 

 ③ 産業振興フェアについて、県外からの出展も増えているが、中部

圏の研究開発者にも参加してもらえるに働きかけをお願いしたい。 

５ 先進地の視察

 ⑴ 大阪府八尾市の視察 

   1998 年に設置された「八尾市産業振興会議」では、市民・事業者・

有識者等の関係者を幅広く巻き込み、八尾市における今後の産業振興

のあり方について検討や提言が行われている。施策の展開等は以下の

通りである。 

  ① 八尾市は全国有数の「ものづくりのまち」として発展してきたが、

市内製造業事業者の大半が今後の業界は縮小すると考えている。市

はこうした状況を踏まえ、今後の地域産業の活性化に向けた検討に

あたり、ＲＥＳＡＳと市独自調査を組み合わせた分析を行い、施策
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立案につなげている。

  ② 八尾市産業振興会議は、条例の理念を実現するための施策等を検

討する場であり、年間６回の部会を開催し２年に１回の政策提言を

している。会議の模様も、いち早く市民に伝える努力をしている。

それにより、現場の声がスピーディーに政策提言となっている。

⑵ 宮崎県新富町（こゆ財団）の視察 

   一般社団法人こゆ地域づくり推進機構：通称「こゆ財団」は新富町

まちおこし政策課内にあった「新富町観光協会」の業務を外部に出し、

引き継ぐという取り組みで設立された。主な特徴は以下の通りである。 

  ① 「こゆ財団」は新富町が 100％出資をし、民間の有能な人材を招

き設立された財団で、設立から２年ほどだが「世界一チャレンジし

やすい町」を目指し「新富ライチ（１粒 1,000 円のライチ）」のよ

うに様々な事業が国や各種メディア等でも取り上げられており、ふ

るさと納税額の大幅な増加や起業家意識の高い人材の移住等に貢

献をしている。 

  ② 地元産業の活性化・新ビジネスの創出等については現在進行形で

あり、現状大きな成果には表れていないようにみえるが、複数の大

手企業との協業等、失敗を恐れず継続的に「チャレンジ」をし続け

ているところに「こゆ財団・新富町」の一貫した強い思いがある。 

 ⑶ 福岡県福岡市の視察 

   福岡市は、平成 29 年に条例改正し、条例第 16 条に基づく基本計画

「みんなで応援！中小企業元気都市プラン」を策定し、中小企業の抱

える課題を全庁的な課題としてとらえ、関係機関等と連携したきめ細

かい支援を実施している。主な特徴は以下の通りである。 

  ① 中小企業の振興を総合的かつ計画的に推進するため、副市長を本

部長にした「中小企業・小規模事業者振興推進本部」を開催し、毎

年度の推進状況を検証し、その結果を「中小企業振興審議会」に報

告するとともに、改善に資する提案を盛り込むことをはじめとし、

次年度の取り組みに反映するなどのＰＤＣＡサイクルの適切な運

用を図っている。

  ② 現況調査では、「人材の育成・人材の確保」「資金調達」「マーケ
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ットの縮小」「事業承継」などの課題が表面化しているが、振興推

進本部を設置・機能させることで、庁内連携をとり、解決に向けて

進めている。「事業承継」の課題に関しては、「福岡県事業引継ぎ支

援センター」を活用することで、円滑化を推進している。 

６ 企業訪問調査及び企業アンケート調査 

市内経済を支える中小企業等の現状や課題を伺い、本市事業の検証を

し、具体的支援の方策などを調査・研究するために、令和元年度に企業

訪問調査を、令和２年度に企業アンケート調査を実施した。

⑴ 企業訪問調査

市内企業６社に全 11 項目、雇用状況・雇用人数（令和元年度実績）・

雇用人数（令和２年度予定）・従業員の居住地と人数・障がい者、高

齢者、外国人雇用について・磐田市中小企業及び小規模企業振興基本

条例について・地域貢献、ＳＤＧｓの取り組み・人材の確保、育成及

び事業承継について・景況感・新たな事業創出について・その他につ

いて、聞き取り調査を行った。主な意見や課題等は、以下の通りであ

る。 

① 専門職や技能を持った人材の確保が難しい。 

  ② 運転免許証のない障がい者や免許返納した高齢者にとって公共

交通の利便性が悪い。

  ③ 磐田市中小企業及び小規模企業振興基本条例の周知不足 

  ④ 儲かる農家の育成が必要である。 

⑵ 企業アンケート調査

市内企業 19 社と２信用金庫（対象は市内企業 23 社と２信用金庫）

から、前記の調査項目に新型コロナウイルス感染症の影響を加えた全

12 項目について、アンケート調査の回答があった。主な意見や課題等

は、以下の通りである。

① コロナ対策により学生と直接対面することが難しくなっている中、

新卒者に企業理解を深める事が難しい。また、新卒（大卒）の場合

は、特に理系学科出身者の母数団が少なく、会う機会が少なくなっ

ている。 
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② 自家用車での通勤が多く、交通渋滞により通勤時間が長くなって

いる。また、天竜川以西からの通勤には抵抗があり、採用活動にも

影響している。 

③ 障害の程度や内容により、受入企業へのアフターフォローが必要

である。 

④ 磐田市中小企業及び小規模企業振興基本条例の周知不足 

⑤ 高齢化が進んでおり、技術の承継や後継者の育成が進んでいない。 

⑥ ほぼ全業種がコロナによる影響を受けており、不透明感が増して

いる。また、生産活動を主にしている事業所においては、在宅勤務

（テレワーク）は不可能に近いため、感染者や濃厚接触者が社内に

いた際の対応について、どのようにしたら良いか判断が難しい。 

⑦ 新規事業の創出は、現在の社会経済状況の中で大変なものがある。 

７ 考察及び提案

  産業部や磐田商工会議所との意見交換、企業訪問調査や企業アンケー

ト調査、先進地の視察等により、今後の取り組みや方向性等は以下の通

りである。 

（磐田市中小企業及び小規模企業振興基本条例について） 

⑴ 委員会では、条文改正の必要はないと判断したが、議会としての責

務を遂行するために、定期的に、条文内容の取組や条文の改正の必要

性について、事業者等の意見を参考に、市産業部等との意見交換や関

係機関との協議を通し、評価、確認することが求められる。 

⑵ 市民の理解を深め、協力を促進するためには、次期の市産業振興計

画に本条例の位置付けを明記し、周知することが必要である。また、

逐条解説改訂版等を条例理解の一助として活用し、ホームページなど

を通じて情報発信していくことが必要である。 

⑶ 条例の実効性を確保するためには、条例を軸として、ＰＤＣＡサイ

クルの適切な運用、見える化が必要である。 

（雇用・就労支援について） 

⑴ 人材の確保については、大企業から中小企業及び小規模企業へ、あ

るいは企業間で専門人材の派遣や指導が求められており、組織の枠を



- 9 - 

超えた連携を支援することが必要である。また、若者の人材確保のた

め、公開講座・産業学習等磐田市独自のカリキュラムの立案や磐田の

将来像に即した実学を、学びたい方が、学びたいことを、学べる場づ

くりなどの環境整備が、産業・地域の担い手の育成につながると考え

る。 

⑵ 公共交通（通勤）の課題解決は、職場と住環境（職住近接）や都市

計画の見直しにも関係があり、中長期的な視点が必要である。短期的

には、企業相互の助け合いで通勤車両の共有（シェアリング）を図る

ために、送迎車両や遊休車両の有無等を調査し、連携を支援すること

が必要であると考える。また、従業員の乗合通勤の推進も求められて

いる。 

⑶ 企業アンケートの調査結果を見ると、令和３年度の新規雇用予定が

無しや未定の企業が多く、先行き不安が雇用に影響していると思われ

る。先行き不安感の緩和のため、中小企業及び小規模企業が、新型コ

ロナウイルス感染症のようなリスクに対応するシステムづくり（リス

クマネジメント）を構築するために、がんばる企業応援団による企業

訪問などを活用した、サポート体制の充実・強化が必要である。また、

感染防止対策に要する経費の補助の拡充やＩＴ環境整備に関連する補

助金の創設が求められている。 

   令和３年３月 23 日 

       磐田市議会建設産業委員会 委員長  芦川 和美 

                    副委員長 永田 隆幸 

                    委員   増田 暢之 

                         虫生 時彦 

                         芥川 栄人 

                         小柳 貴臣 

                         戸塚 彦 

                         小栗 宏之 


